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純資産総額（右軸）
税引前分配⾦再投資基準価額（左軸）
基準価額（左軸）

2018年2⽉28⽇

第26期決算および分配⾦のお⽀払いについて

⾼成⻑インド・中型株式ファンド

平素は「⾼成⻑インド・中型株式ファンド」（以下、当ファンド）をご愛顧賜り、厚く御礼申し上げます。
さて、当ファンドは2018年2⽉27⽇に第26期決算を迎え、以下のように分配を⾏いましたので、⾜元の市場動向や今後の
市場⾒通し等と併せてご報告いたします。

当期の分配⾦額は、分配⽅針に基づき、基準価額⽔準やポートフォリオの流動性等を勘案し、100円（1万⼝当たり、税
引前）といたしました。分配⾦⽀払後の基準価額は10,047円となりました。

 分配対象額は、経費控除後の利⼦、配当等収益と売買益（評価損益を含みます。）等の範囲内とします。
 分配⾦額は、委託会社が基準価額⽔準、市況動向等を勘案して決定します。

分配⽅針

（円） 2011年8⽉31⽇（設定⽇）〜2018年2⽉27⽇

（年/⽉）

※上記は過去の実績であり、当ファンドの将来の運⽤成果、分配を保証するものではありません。分配⾦額は委託会社が分配⽅針に基づき基準価額⽔準
や市況動向等を勘案して決定します。ただし委託会社の判断により分配を⾏わない場合もあります。

※ファンド購⼊時には、購⼊時⼿数料がかかる場合があります。また、換⾦時にも費⽤・税⾦などがかかる場合があります。詳しくは7ページをご覧ください。

（注1）基準価額、税引前分配⾦再投資基準価額は、1万⼝当たり、信託報酬控除後です。
（注2）税引前分配⾦再投資基準価額は、分配⾦（税引前）を分配時に再投資したものと仮定して計算しており、実際の基準価額とは異なります。

基準価額
10,047円

最優秀ファンド賞最優秀ファンド賞

（2018年2⽉27⽇現在）

税引前分配⾦
再投資基準価額
29,368円（億円）

※詳細は5ページをご確認ください。＊ R&Iファンド⼤賞では、2015年、2016年は優秀ファンド賞、2017年に最優秀ファンド賞を受賞しました。

（注1）「対前期末基準価額⽐率」は、各期の分配⾦（税引前）の前期末基準価額（分配⾦お⽀払い後）に対する⽐率で、当ファンドの収益率と
は異なります。第1〜23期と設定来累計の欄は、それぞれの分配⾦累計（税引前）の設定時10,000円に対する⽐率です。

（注2）騰落率は税引前分配⾦再投資基準価額を基に算出したものであり、実際の投資家利回りとは異なります。また騰落率は設定来累計を除き、期
中騰落率を記載しています。

- 2017/8/28 2017/11/27 2018/2/27
第1期〜23期 第24期 第25期 第26期
11,300円 0円 400円 100円 11,800円
(113.0%) (0.0%) (4.0%) (0.9%) (118.0%)

騰落率
（税引前分配⾦再投資ベース）

179.3% 0.9% 8.8% -4.2% 193.7%

決算 設定来累計
（2⽉27⽇まで）

分配⾦
（対前期末基準価額⽐率）
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＜インド株式市場の推移（現地通貨ベース）＞
2008年2⽉末〜2018年2⽉末*

（注）インド⼤型株式はニフティ50、インド中型株式はニフティ中型株100を使⽤。いずれも現地通貨ベース。
（出所）Bloombergのデータを基に三井住友アセットマネジメント作成

（2018年2⽉末現在*）

インド⼤型株式
202

※上記は過去の実績であり、当ファンドの将来の運⽤成果や今後の市場環境等を⽰唆あるいは保証するものではありません。

インド中型株式市場は、モディ政権誕⽣以降インド⼤型株式市場を⼤きく上回っています。
堅調なインド中型株式市場

インド株式市場の現状

※上記は、「コタック・ファンズ－インディア・ミッドキャップ・ファンド（クラスＸ）」について、コタック・マヒンドラ・アセット・マネジメント（シンガポール）から提供を受けた
データおよび情報を基に記載しています。

※上記の市場⾒通しおよび運⽤⽅針は当資料作成時点のものであり、将来の運⽤成果および市場環境の変動等を⽰唆あるいは保証するものではありません。
今後、予告なく変更することがあります。

今後の市場⾒通しと運⽤⽅針

破産倒産法成⽴
2016年5⽉

⾼額紙幣廃⽌
2016年11⽉

GST導⼊
2017年7⽉

インド中型株式
272

（ポイント）

（年/⽉）

リーマンショック
2008年9⽉

＊2018年2⽉末は
2018年2⽉27⽇
現在

※2008年2⽉末を100として指数化

2017年11⽉から2018年1⽉にかけてのインド株式市場は、原油⾼による財政収⽀の悪化懸念や地政学リスクなどから下
落する局⾯もありましたが、概ね堅調に推移しました。①2017年11⽉のムーディーズによる国債の格上げがポジティブサプライ
ズとなったこと、②国営銀⾏への資本注⼊策などの政策への期待、③堅調な業績が⾒込まれる企業決算への期待、④2018
年1⽉にGST（物品・サービス税） 審議会が82品⽬に対する税率の引き下げを決定したこと、⑤IMF（国際通貨基⾦）
がインドの経済成⻑⾒通しを⾼⽔準に維持したこと、などが主な背景です。
2018年2⽉に⼊ると、世界的な⾦利の上昇や世界株式市場の乱⾼下によるボラティリティの上昇、インド国内のインフレ率
の上昇、財政⾚字の拡⼤、貿易収⽀の悪化などの懸念を背景に軟調な推移となりました。また、2⽉14⽇にインド国営銀⾏
で不正取引があったことが公表されると、不正取引の影響が懸念されインド株式市場は銀⾏セクターを中⼼に下落する展開と
なりました。

今後のインドの株式市場の⾒通しは、短期的にはリスク要因があるものの、中⻑期では引き続き強気にみています。2018年
度の企業業績は改善が続くと⾒込まれること、良好なインド経済のファンダメンタルズ（経済の基礎的諸条件）、インド政府の
政策による後押しなどが主な背景です。
2018年度の企業業績は、国営銀⾏への資本注⼊策やインフラ投資、地⽅・農村地域への⽀出などの財政政策の後押し、
地⽅経済活性化による個⼈消費の拡⼤などを背景に改善が⾒込まれています。
インド経済のファンダメンタルズに関しては、インド統計局が発表した2017年度の実質GDP⾒通しは6.5％と市場予想を下
回ったものの、消費者の消費⾏動が改善していることなどから、2018年度の実質GDP成⻑率は7％台に回復するとみています。
⼀部では財政⾚字の拡⼤を受けた⻑期⾦利の上昇などが懸念されていますが、GSTが浸透するにつれて今後は収税率の向
上が⾒込まれるため、財政⾚字に過度な拡⼤懸念はなく、政府の政策はインド経済にポジティブな影響を与えるとみています。
当⾯は、海外株式市場の動向に加え、インド国内のインフレ率や財政⾚字の動向などを背景にボラティリティを伴った市場に
なると予想していますが、短期的な調整は良い投資機会と捉え、引き続きインドの内需拡⼤で恩恵を受ける銘柄への投資を
⾏っていく⽅針です。また、インド国営銀⾏の不正⾏為に関しては調査が始まったばかりであり、詳細はまだ不明であるため、引
き続き注視していく⽅針です。

モディ政権誕⽣
2014年5⽉



作成基準：2016年1⽉
3/9



作成基準：2016年1⽉
4/9



作成基準：2016年1⽉
5/9



作成基準：2016年1⽉
6/9

課税関係
課税上は株式投資信託として取り扱われます。
公募株式投資信託は税制上、少額投資⾮課税制度「NISA（ニーサ）」、未成年者少額投資⾮課税制度「ジュニアNISA（ニーサ）」
の適⽤対象です。ただし、販売会社によっては当ファンドをNISA、ジュニアNISAでの取扱い対象としない場合があります。
詳しくは販売会社にお問い合わせください。
配当控除の適⽤はありません。
※上記は作成基準⽇現在の情報をもとに記載しています。税法が改正された場合等には、変更される場合があります。
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【重要な注意事項】
 当資料は三井住友アセットマネジメントが作成した販売⽤資料であり、⾦融商品取引法に基づく開⽰書類ではありません。
 当資料の内容は作成基準⽇現在のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、当資料は三井住友アセットマネジ
メントが信頼性が⾼いと判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。

 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の⼀切の権利は、その発⾏者および許諾者に
帰属します。

 投資信託は、値動きのある証券（外国証券には為替変動リスクもあります。）に投資しますので、リスクを含む商品であり、運⽤
実績は市場環境等により変動します。したがって元本や利回りが保証されているものではありません。

 投資信託は、預貯⾦や保険契約と異なり、預⾦保険・貯⾦保険・保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。また登
録⾦融機関でご購⼊の場合、投資者保護基⾦の⽀払対象とはなりません。

 当ファンドの取得のお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）および⽬論⾒書
補完書⾯等の内容をご確認の上、ご⾃⾝でご判断ください。また、当資料に投資信託説明書（交付⽬論⾒書）と異なる内容
が存在した場合は、最新の投資信託説明書（交付⽬論⾒書）が優先します。投資信託説明書（交付⽬論⾒書）、⽬論⾒
書補完書⾯等は販売会社にご請求ください。

 当資料に評価機関等の評価が掲載されている場合、当該評価は過去の⼀定期間の実績を分析したものであり、将来の運⽤成
果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。

 当資料に掲載されている写真がある場合、写真はイメージであり、本⽂とは関係ない場合があります。


